
１　予算規模(一般会計)

　１１９億１千万円 対前年度：

　○主な要因

・公債費(区画整理特別会計からの移管分除く。）

・貸付金（中小企業金融対策）

・繰出金（下水道会計）

２　歳入の状況(一般会計)

　○　市　　　　　税

　　３９億９，７０６万円　　対前年度 ＋ ３億３，４５０万円( ＋ ９．１％)

　・市民税は、税源移譲、税制改正等の影響により ＋ 3億4,705万円

（個人 ＋ 3億5,320万円、法人 ▲ 615万円）

　・固定資産税は、評価替えの次年度ということもあり ＋ 1,480万円

　・たばこ税 ▲ 1,533万円

　○ 譲与税・交付金

　　７億８，０７０万円　　対前年度 ▲ ３億３，８４０万円( ▲ ３０．２％)

　・所得譲与税は、税源移譲により皆減　▲ 2億7,600万円

　・地方特例交付金は、税制改正等の影響により ▲ 4,500万円　　　　　　など

　○　地方交付税

　　２９億１，０００万円　　対前年度 ▲ ５，０００万円( ▲ １．７％)

　○　市　　　債

　　４億３，７００万円　　対前年度 ▲ ９，８８０万円( ▲ １８．４％)

　・通常債　１億１，１００万円、臨時財政対策債　３億２，６００万円

　引き続いて中期的展望に立ち、市債借入を抑制した。

　・市債借入額　４億３，７００万円　＜　市債元金償還金　１５億６，８４８万円

　(参　　考)

年度末市債残高

１７年度 １６４億５，９１６万円

１８年度見込み １５６億４，４７３万円

１９年度見込み １４５億３，６９５万円

平成19年2月27日

平成１９年度境港市当初予算案について

「自立可能な財政基盤の確立」と「市民サービスの維持向上」の両立に向けて

　地方自治体の予算編成をめぐる財政環境は、依然厳しい状況が続いています。
  このような状況の中、平成１９年度につきましても、標題のとおり、引き続き、現サービスを維持し
ながら、総人件費や投資的経費の抑制を中心とした歳出規模の適正化に努めています。
　予算案のポイントとしましては、これまで絞り込んできた経常経費を更に３．５％減額することによ
り、新たな財源を生み出し、これまでのサービスに加え、教育環境の整備や子育て支援の分野を中心
に、重点的に財源配分を行っております。

＋ 　　８，４３３万円

 ▲ ４億２千万円 ( ▲ ３．４％)

▲ ３億２，１４８万円

▲ ２億５，５１２万円
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